
運営上の留意点について

福祉用具貸与・特定福祉用具販売

令和８年９月

鳥取市福祉部地域福祉課指導監査室



１ 運営指導における主な指摘事項について

２ 業務継続計画について

３ 令和６年度改定内容について（資料のみ）



◎根拠条文
「条例」
鳥取市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成29年12月22日鳥取市条例第51号）

「予防条例」

鳥取市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成29年12月22日鳥取市条例第52号）

「老企第36号」
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管
理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関
する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成12年3月1日老企第36号）
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☆勤務体制の確保等
■勤務表について、福祉用具専門相談員の日々の勤務時間、常勤・非常
勤の別、管理者との兼務関係等を記載した勤務表を作成すること。

（条例第244条及び第257条で準用する第107条、予防条例第213条及び第227条で
準用する第83条）

事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、福祉用具専門相談員に
ついては、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係を明確
にする必要があります。ただし、福祉用具貸与と特定福祉用具販売の指定を
受けている場合は、各サービスごとに勤務時間を分ける必要はありません。



☆勤続体制の確保等
■職場におけるハラスメントにより従業者の就労環境が害されることを
防止するため、以下の措置を講じること。

①職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを
行ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。

②相談のための窓口を定め、従業員に周知すること。

（条例第244条及び第257条で準用する第107条、予防条例第213条及び第227条で
準用する第83条）

ハラスメントの相談窓口は、事業所内に掲示するなどして周知してください。



☆衛生管理等
■感染症の予防及びまん延の防止のために以下の措置を講じること。

①感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおお
むね６月に１回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知
徹底を図ること。

②感染症の予防及びまん延の防止のための指針を作成すること。

③感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を行うこと。

（条例第241条、条例第257条で準用する第32条、予防条例第210条、予防条例第
227条で準用する第27条）

委員会については、議事録を従業者に回覧するなどして、周知したことが分かるよ
うに記録を残してください。研修・訓練について、開催した場合は開催した日時、内
容、参加者、資料等を記録に残してください。



☆業務継続計画の策定等
■感染症や非常災害時における業務継続計画を策定し、以下の必要な措置を講じること。

① 業務継続計画を従業者へ周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し
なければならない。

② 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも
のとする。

（条例第244条及び第257条で準用する第31条の2、予防条例第213条及び第227条
で準用する第26条の2）

業務継続計画について、必要な研修及び訓練が実施できていない事業所がありまし
た。研修と訓練についてそれぞれ年１回以上の実施が必要です。



☆業務継続計画未策定減算
■感染症若しくは災害時における業務継続計画が未策定の場合は、業務継続計画未策定
減算を適用すること。

感染症及び災害に係る業務継続計画が未策定の場合は、その事実が発生した翌月
（事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から業務継続計画が策定された月
まで、業務継続計画未実施減算が適用されます。当該減算は令和７年４月１日から適
用されることから、現時点で未策定の業務継続計画がある場合は、令和７年４月１日
に遡って減算が適用されます。※福祉用具貸与のみ

（老企第36号第2の9（２））



☆虐待の防止
■虐待防止のための対策として以下の措置を講じること。

①虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につ
いて従業者に周知徹底を図ること。

②従業者に対し、虐待を防止するための研修を定期的に実施すること。

③虐待の防止のための指針を整備すること。

④虐待防止措置を適切に実施するための担当者を設置すること。

（条例第244条及び第257条で準用する第39条の2、予防条例第213条及び第227条
で準用する第34条の2）

委員会については、議事録を従業者に回覧するなどして、周知したことが分かるように記録
を残してください。研修について、開催した場合は開催した日時、内容、参加者、資料等を記
録に残してください。



☆高齢者虐待防止措置未実施減算
■虐待防止のための対策としての措置が一つでも講じられていない場合
は、高齢者虐待防止措置未実施減算を適用すること。

※令和９年３月３１日までは適用しない。

いずれかの事実が生じた場合、速やかに改善計画を鳥取市に提出した後、事実が生じた月か
ら３月後に改善計画に基づく改善状況を鳥取市に報告し、事実が生じた月の翌月から改善が認
められた月までの間について、減算が適用されます。※福祉用具貸与のみ。遡及して適用され
ません。

（老企第36号第2の9（1））
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各種委員会・研修及び訓練について①
令和６年度から義務化された委員会や研修会・訓練について、実施はされて

いるがその記録が不十分なものが見受けられました。

委員会と研修及び訓練を同日に実施することは差し支えありませんが、それ
ぞれの委員会、研修及び訓練の内容が明確にわかるように記録してください。

（委員会・研修の記録で残すべき内容）
開催日時、参加者、議事録、研修資料、欠席者等への

周知方法が分かるもの
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各種委員会・研修及び訓練について②
委員会 研修 訓練 備考

虐待防止 年１回以上 年１回以上 ―

感染症予防及び
まん延防止

年２回以上
（６月に１回以上）

年１回以上 年１回以上

BCP ―

年１回以上
（感染症・災害そ

れぞれ）

年１回以上
（感染症・災害そ

れぞれ）

感染症ＢＣＰの
研修および訓練
は、感染症予防
及びまん延防止
と一体的に実施
可



☆福祉用具貸与・特定福祉用具販売の具体的取扱方針

■身体的拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身
の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。また、緊急やむを得な
い理由については、切迫性、非代替性、及び一時性の３つの要件を全て満た
すことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重
に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくこと。

（条例第236条第6号、同条第7号、条例第254条第6号及び同条第7号、予防条例第215
条第8号、同条第9号、予防条例第229条第7号及び同条第8号）

やむを得ず身体的拘束を行う場合は、身体的拘束の３要件を全て満たすこと
を慎重に確認した記録、利用者の心身の状況を記録した上で行うようにして
ください。



☆計画の作成
■福祉用具貸与計画及び特定福祉用具販売計画について、作成されていな
い期間があった。利用する福祉用具に変更がなくても、定期的にモニタリ
ングを行い、その結果を踏まえ計画を見直すこと。また、計画に記載した
目標の達成状況の確認を行うこと。

（条例第237条第2項、条例第255条、予防条例第216条、予防条例第230条）

福祉用具貸与計画及び特定福祉用具販売計画については、モニタリングによ
り状況の確認を行い、その結果を踏まえ計画を見直してください。その際に
は計画に記載している目標の達成状況の確認も行ってください。



☆計画の作成
■居宅介護支援事業所から居宅サービス計画書が交付されていることが
確認できないにも関わらず、サービスを提供し給付管理をしているもの
があった。居宅サービス計画書が交付されているか確認し、その結果を
指導監査室に報告すること。その結果、居宅サービス計画がない期間が
あった場合は、過誤調整の上、償還払いを行うこと。

（条例第237条第2項、条例第255条第2項、予防条例216条第2項、予防条例第230
条第2項）

居宅サービス計画書に保険給付を受けるサービスの位置づけがされてない場
合、利用者は法定代理受領を受けることはできませんので、居宅サービス計
画書が居宅介護支援事業所から交付されてるか確認した上で、サービス提供
をしてください。



☆計画の作成
■福祉用具貸与と特定福祉用具販売については、その特性と利用者の心
身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した場合、
利用者の自立支援は大きく阻害される恐れがあることから、適切に検討
すること。

■福祉用具の使用頻度や目的等、利用者の心身の状況等を適切に把握し
た上で、介護保険給付対象であるか否かを検討し、福祉用具サービス計
画書を作成すること。

■交付されている居宅サービス計画書に同意がないものがあったため、
同意のある計画書の交付を受けること。また、居宅サービス計画書原案
がいくつか保管されているものがあったため、最終的に決定した居宅
サービス計画書が分かるように保管しておくこと。



１ 運営指導における主な指摘事項について

２ 業務継続計画について

３ 令和６年度改定内容について（資料のみ）



☆業務継続計画とは

感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が
継続して福祉用具貸与・特定福祉用具販売の提供を
受けられるよう、策定するもの。



☆業務継続計画に記載すべき項目

①平時からの備え（体制構築・整備、感染防止に向
けた取り組みの実施、備蓄品の確保等）
②初動対応
③感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚
接触者への対応、関係者との情報共有等）

感染症



☆業務継続計画に記載すべき項目

①平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道
等のライフラインが停止した場合の対策、必要品の備
蓄等）
②緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等
③他施設及び地域との連携

災害



☆福祉用具特有の確認ポイント

①感染症が発生した場合の報告ルールの確認（感染症）
（利用者宅で発生した場合、事業所で発生した場合）

②優先対応リストの整備（感染症・災害）

③メーカー・卸の緊急連絡先の整備（感染症・災害）

④倉庫のハザードリスクの確認・対策（災害）

⑤他事業者でのサービス提供（感染症・災害）



☆研修・訓練について

国の解釈通知より

研修…感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的な内容を職員
間に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応
にかかる理解の励行を行うもの。

訓練…訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発
生した場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づ
き、事業者内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に
実践するケアの演習等



☆研修例
（共通）
・事業所のBCPの説明（内容の共有）
（感染症）
・感染症の種類、特徴
・感染症が発生した場合のフロー・手順
・感染状況の記録作成
（災害）
・災害発生時の優先業務の考え方
・インフラが止まった場合の対応
・災害発生時の利用者の情報持ち出しの方法



☆訓練例

（感染症）
・感染症の利用者宅訪問
・感染症が発生した場合の連絡方法や内容の実践訓練
（災害）
・職員参集訓練
・対策本部設置訓練
・災害発生から復旧までの机上訓練（電気が使用できな
い場合など、インフラが整わない状況を想定）

・利用者や職員の安否確認訓練



１ 運営指導における主な指摘事項について

２ 業務継続計画について

３ 令和６年度改定内容について（資料のみ）

























ご清聴ありがとうございました
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